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柄木 田 ポ リ「ネシア人口移動 と史 的構造論

ポ リ ネ シ ア 人 口 移 動 と 史 的 構 造 論

     西サモアの事例を中心として

柄 木 田 康 之*
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皿.結 びにかえて

1.は じ め に

 第三世界における人口移動は,近 代化理論で想定される農村から都市への0回 性の

移住(migration)で はな く,最 終的には起点に戻っていく 「還流的人口移動(circu-

lation)」 を特徴とすると近年指摘されている[CHAPMAN and PRoTHERo 1983]。

還流的入口移動は,定 義上,移 動者 と生家の社会関係の分断を意味せず,近 代化理論

においては伝統社会から近代社会への変化の過程上の過渡的段階を しめすと捉え られ

てきた[Z肌INSKY l979]。 しかしながら,多 くの開発途上国で還流的人口移動が広

範かつ永続的なことがあきらかとなるにつれて,還 流的人口移動を含めた人口移動全

体に対する新たな解釈が求められてきている。これは同時に,多 くの開発途上国が先

進諸国とは異なる独自の社会経済的発展を遂げているという認識にもとつ くものであ

る。

 従属発展論は,近 代化理論における 「伝統/近 代」という非歴史的二元論に対する

アンチ ・テーゼとして提出され,社 会経済発展の研究に関する高度に史的な研究法で

ある。従属発展理論の基本概念は中心(core)と 周辺(periphery)で ある[(腥IROT

and HaLL l982]。 ヨーロッパの拡張以降の資本主義的世界経済の動因は空間的分

業の拡大であった。この世界経済は高度に発展 した中心を生み出した。 しか しながら,

中心はその拡張の動因となる余剰を引き出す周辺を必要とし,周 辺社会の経済発展を
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阻害した[FRANK l969]。 同時に資本主義的世界経済の中心の変化が,周 辺社会を

も含んだ全体 システムの動態を規定 した とされ る[WALLERSTEIN l974;CHASE-

DuNN and RuBINsoN l977]。 この枠組みにおいては第三世界における移動者は搾

取された労働者 と見なされる。

 太平洋地域では島嗅,さ らには国家を越えた広範な社会的ネットワークが親族関係

にもとづ き成立していることが指摘されている。このようなネットワークは都市化と

ともに進展 して きたものであり,単 なる伝統的紐帯以上のものである。還流的人口移

動はこのようなネットワークを基礎づける人口移動パターンである。本論は,既 存の

文献資料をもとに,ポ リネシァからニュージーランドへの還流的人口移動を含めた人

口移動を考察 し,従 属発展論をも含めた史的構造論の有効性 と限界を考察 しようとす

るものである。

皿.人 口移動研究 にお ける史的構造論

 史 的構 造論(historical structuralism)は 従 属 発 展 論(dependency theory)と そ

の発 展 形 た る世 界 システ ム論(world system theory),お よ び フ ランス 構造 マル クス

主 義 に端 を発 す る生 産様 式 の結 節(articulation of modes of production)を 重 視 す

る立 場 に二 分 しう る。 この枠 組 みで は,社 会 の 伝 統 ・近代 部 門 は発 展 段 階で はな く,

単 一 の シス テ 云 を構 成 す る部 分 と して 理解 され る。 これ らの研 究 は伝 統 部門 の近 代 部

門 へ の変 換 で は な く,複 数 の部 門 を統 合 す る シス テ ム全 体 の再 生 産 ・変 換 を問 題 とす

る。 した が って,従 属 発 展 論 は,人 口移 動 研 究 にお い て顕 著 な ミク ロ経 済 学 的 モ デル

の限 界 を克 服 す る利点 も持 つ 。 人 口移 動 に関 して 個 人 レベル で 行 わ れ る コス ト ・ベネ

フ ィ ッ ト分析 は諸 資 源 ・経 済 的 機会 が空 間 的 に不 均等 に分 布 して い る こ とを前 提 とす

る。 しか しな が ら,こ の 空 間 的不 均 衡 は,そ れ 自体 が,歴 史 的 な 社 会経 済発 展 の全 体

的 ス タ イル に よ って規 定 され て い る。 従 属 発 展 論 の 枠 組 み で は,個 人 レベル の意 志 決

定 は,選 択 肢 の分 布 を 規 定 す る構 造 の 表 出 にす ぎな い[AMIN l974]。 問題 と され る

の は,伝 統 か ら近 代 へ の斉 一 的変 換 を前 提 とせ ず,個 人 の 意 志 決定 を規 定す る深 層 構

造 の史 的発 展 を明 らか に す る こ とで あ る。

 ア ミ ンに よれ ば,第 三世 界 に おい て,労 働 力 と同等 に可 動 な資 本 で は な く,人 々が

都 市 に移 動 す る こ とは,外 的経済 を利 す る体 制 の 強要 を顕 して い る。従 属 発 展 論 は人

口移 動 の 過 疎 地 域 にあ た え る影 響,特 に周 辺 地 域 か らの継 続 的人 口流 出 を重 視 す る。

この現 象 は 人 口移 動 に よ る都 市 と農村 の雇 用 ・労 働 比 の均 衡 と い う経済 的前 提 に反 す
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るが,従 属発展論の枠組みでは,農 村から都市への人口流出,国 際移民,頭 脳流出,

第一次産品の輸出は,単 一の構造の表出,つ まり周辺地域から中心地域への資源の流

出として理解される。この結果,中 心経済に支配された周辺経済の余剰は継続的に流

出し,周 辺経済は枯渇 ・停滞する。

 しか しながら,従 属発展論における中心と周辺の二元論自体は人口移動に関する静

的な視角に停まらざるをえない。第一一に従属発展論においては,周 辺地域自体がなぜ

存続 しうるのかが明らかではない。逆に周辺地域自体が存続し経済的に発展 している

のは経験的事実である。さらに従属発展論の二元論は構造変化の条件を特定 しえない。

中心 ・周辺は両極としてのみ存在するからである。世界システム論の枠組みでは,労

働移動は中心 と周辺間の二者関係の過程としてではな く,単 一の世界 システムの内的

動態として理解される。世界 システム論の枠組みでは,資 本主義的世界経済において,

中心 ・周辺などの下位システムは全体システム内で移行しうるが,他 方全体システム

は,そ の基本的秩序を変えることなく,常 に維持されると理解される。言い換えると,

世界システムの構成単位は周辺から,半 周辺あるいは中心に移動 しうるが,中 心一周

辺関係は維持されるのである[CHAsE-DuNN and RuBINsoN l977]。

 ポルテスによれば,資 本主義的世界 システムの発展に関する人口移動の重要性は,

二つの関連 した特質にある[PORTES 1978]。 つまり安価な労働力資源としての移動

者と,資 本主義の浸透 という拘束下における,周 辺社会の搾取された階級の戦略とし

ての人口移動という,二 つの側面である。周辺地域の労働者階級は,し ばしば空間上

不均等に分布 した経済的機会を利用しようとするが,構 造的レベルでは,中 心 と周辺

の経済関係が,移 動者にその労働力を必要とされる地域で最も安価に売 らしめるよう

条件づけるのである。従属発展論は租税 ・強制労働 ・商品経済の浸透などが人口移動

の意志決定に与える構造的拘束を明らかにしてきており,そ れ自体は構造決定論の立

場をとるが,あ る意味では人口移動研究に対するミクロおよびマクロ的視点の統合の

可能性を提示 しているのである[WoOD 1981]。

 ポルテスによれば,人 口移動は単一の世界システムに組み込まれるようになった労

働力の利用が問題であり,こ の利用は以下の四つの条件にもとつく。第一に労働移動

は地域間の経済的利点の比較を通 じて生ずるのではなく,世 界システムの中心地域の

経済 ・政治制度の周辺地域への浸透によって生ずる。第二に資本主義経済の世界規模

での漸進的統合により,周 辺地域の支配階級が労働力の解放をより利益 と見る状況が

生まれている。第三に移動者を安価な労働力 として利用するための移動者の地位の操

作が可能であること。第四に移動者が,生 存あるいは経済的利益の確保の手毅として,
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自ら相互扶助のネットワークを形成 し,そ れに依存 しうることである。

 他方,フ ランス構造マルクス主義者は単一の世界 システムよりも個々の社会編成体

からの視点を強調する。メイヤスーによれば,重 商主義 ・資本主義的制度の周辺社会

への浸透は失敗するか,非 資本主義社会を根本的に変革せざるをえない。 ところが,

いわゆる 「農民の保守性」ではなく,む しろ周辺資本主義の特徴自体が,非 資本主義

社会編成体の維持の鍵とされるのである[MEILLASSOUX l 972,1977]。 生産の前提 と

して生命の再生産を前提 とすることで特徴づけられるリネージ生産様式は,包 括的経

済 ・社会 ・人口体系を構成し,社 会保証体系として機能しうる。メイヤスーは,こ の

リネージ生産様式が社会保証機能を果た しうることが,都 市の複層的労働市場と還流

的人口移動の共生関係の前提条件であるとする。租税 ・商品経済 ・強制労働のために,

周辺地域の人々は賃金労働を余儀なくされるが,非 公式的経済部門に参与するたあ,

雇用のみからは完全な生計を維持できない。 このため彼 らは,周 期的に故郷に戻 り・

非資本主義的生産様式にも参与するよう仕向けられる・ここで労働者は自らの労働力

を維持する賃金を雇用者からえるが,家 族の再生産としての労働力の再生産は親族集

団などに委ねられるのである。労働力の再生産までを視点に含めれば,安 価な労働力

は,賃 金労働者ばかりではな く,そ の親族集団をも含めた二重の搾取に依存するので

ある。したがって,賃 金労働者ばかりでなく,周 辺資本主義にとっても,移 動者の家

族 ・村落共同体との関係の維持は必須事項である。このような資本主義的経済への併

合のため,農 村共同体は同時 に侵食 ・維持され,資 本主義にスムーズに移行せず,長

期にわたる危機を経験するのである。このような構造は一つの社会編成体において資

本主義 ・非資本主義的生産様式が結節 した構造 と理解される。

 資本主義的世界 システムの周辺 地域の浸透が周辺社 会に対 してもつ影響は,周 辺

社会を同時に侵食 し維持するという矛盾をはらんだものであり,こ の矛盾を概念化す

るということは史的構造論の大きな課題 の一つである[BURAWAY l976;McGEE

l982;MEILLASSOUX 1972,1977]。 ここで還流的人口移動は,資 本主義の周辺社会

に対する浸透の矛盾として現れる。世界 システム論は単一の世界システム内の中心 ・

周辺間の不等価交換関係にその条件を求めた。メイヤスーを筆頭とするフランス構造

マルクス主義者は,単 一の世界 システムよりも周辺社会の多様な社会編成体からの視

角,特 に労働過程における親族集団の搾取を強調する。両者の間の論争には激しいも

のがあったが,こ こでは両者の視角は矛盾するものではなく,補 完的なものであると

述べるに留めておきたい[FOSTER-CARTER l978]。
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皿・ 西 サ モアか らニ ュージ ー ラン ドへ の人 口移 動 の概 略

 西サモアに関するいくつかの既存の研究を総合すると,史 的構造論者の論点が支持

される。つまり,移 動労働者を通 しで世界システムに組み込まれた,西 サモアの社会

構造は侵食されると同時に維持されたと考えられる。ポリネシア系の移動労働者は,

ニュージーランドの複層的労働市場(fragmented labor maket)に おいて,そ の社会

移動壷阻まれた。また西サモア側では,移 動労働者からの仕送 りが,西 サモアの既存

の社会階層を維持するように用いられた。西サモアの移動労働者は,親 族関係のネッ

トワークを通 じてニュージーランドへの還流的移動労働を行 っていたと考えられる。

しかし,親 族関係を通 した移動労働も,複 層的労働市場の特定の層に人々を編入する

という意味で,既 存の労働市場の構造を維持するものであった。以上の諸点は,ポ ル

表1-a 西 サモア人 による国際移動 一純移動一

西 サ モ ア に ニ ュー ジ ー ラ ン ドにお け る純 移 動

年 おける純移動
(1) (2)       (3)

1964 595

1965 一467 444

1966 一1204 820

1967 一1065 1370

1968 一1372 347

1969 596

1970 1442

1971

1972 1560・      1862

1973 一2238 2047       1829

1974 一4090 3225       3101

1975
一2482 2635       2989

1976 一1193 1214       1718

1977 一2796 336       636

1978 1332 一140       552

1979 371 480

1980 315 741

1981 一2108 1073

1982 283

出 典:(1)Western Samoa Quarterly Statistical Bulletins

     [CONNELL l983:32]

   (2)New Zealand Statistics of External Migration

     l977-1978, Table 3,[DouGLAs l985:419]。 西

     サ モ ア人 は エス ニ シテ ィー と して定 義 され て い る。

   (3)The Department of Statisticsに よ る未 刊 の 資料

     [BEDFoRD ,1981:121]
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一出入国一

西  サ  モ  ア  (1) ニ ユー ジ ー ラ ン ド (2)

年 出       国
入  国

総 数隈 リ潔 陰 ジ歌
入  国 出  国

1964 1947 1352

1965 9867 10334 2046 1602

1966 9295 10499 2721 1901

1967 11031 12096 3374 2004

1968 9990 11362 2600 2226

1969 15729 2418 1882

1970 15436 3996 2554

1971 4508

1972 5834 4274

1973 15294 17532 6194 4147

1974 19193 23283 9222 5997

1975 19797 22279 8575 5940

1976 18707 19900 8249 4698 7084 5870

1977 20807 23613 10990 4185 4600 4264

1978 25257 26589 12472 4047 4420 4560

1979 22405 22034 9872 6407

1980 39563 39248 25304 8093

1981 43627 45735 31582 8035

1982 39434 39141

出 典:(1)Western Samoa Quaterly Statistical Bulletins[CoNNELL l983:32-33]

  (2}New Zealand Statistics of External Migrat三 〇n l 977-1978, Table 3[DouGLAs

    l985:419]

テス の述 べ る,世 界 シ ステ ムの浸 透,周 辺 社 会 の 支 配 層 に対 す る労 働 移 動 の利 益,移

動 労働 者 の 地 位 の操 作,移 動 労 働 者 の 相互 扶 助 と い う四 つ の 条件 を充 たす もの で あ り,

以下 で は これ らの 諸点 を検 討 した い。

 しか しな が ら,多 くの研 究 はニ ュ ー ジー ラ ン ドへ の 国 際移 民 を強 調 す るが,移 動 の

流 れ や タ イ プを 体 系 的 に 区別 して いな い こ と を留 意 せ ね ばな らな い。 西 サ モ ア の人 口

移 動 で は,ニ ュ ー ジー ラ ン ドへ の 国 際移 住 が 経 済 的 影 響 の面 で は最 も重 要で あ るか も

しれな いが,規 模 の うえで は ア メ リカ ン ・サ モ アへ の 移住 が最 も大 きか った。

 西 サ モア か らの,ま た西 サ モア へ の 国際 移 動 に関 す る信 頼 しう る統 計 を得 る こ とは

難 しい。 しか しな が ら,こ れ らの 統計 は,数 値 上 は 一貫 しな い が,歴 史 的資 料 と矛盾

しな い一 定 の傾 向 を しめす 。 表1は 西 サ モ アの 西 サ モ ア 人 に よ る人 口移動 の い くつ か

の統 計 を示 した もので あ る。 こ こで 明 らか な こ とは,ニ ュー ジー ラン ドと西 サ モ ア間

の人 口移 動 にお い て は,粗 移 動(grOSS mOVement)が 純 移 動(net mOVement)を は る
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か に上 回 って い る こ とで あ る。 つ ま り西 サ モ ア人 は単 にニ ュー ジー ラ ン ドへ 恒 久 的 に

移 住 して い た ので はな く,両 者 の 間 を 還 流 して いた と理 解 さ れ る の で あ る。 また 表 は

西 サ モ ア人 の ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドへ の移 住 の ピー ク が1974年 前 後 にあ る こ とを示 して い

る。

 1950年 代 後半 か ら1960年 代前 半 にか けて,ア メ リカ ン ・サ モ ア で は,米 国資 本 の カ

ツオ缶 産 業 の最 低 賃 金 制 度 が 高賃 金 労 働 を保証 して い た[SHANKMAN I976]。 しか し

な が ら,ア メ リカ合 衆 国内 務省 は 西 サ モ アか らの移 動 者 が カ ツオ 産 業 の 要職 を しめ,

ア メ リカ ン ・サ モ ア人 は失 職,あ る い はハ ワイ ・カ ル フォル ニ ア に移住 して い る と見

な した。 ア メ リカ ン ・サ モ アは,そ の後,移 動 労 働 者 に対 す る排 外 的 な 雇 用政 策 を打

ち出 し,1960年 代 半 ば には,西 サ モ アか らの移 動 が減 少 した とさ れ る。

 1950年 代 後半 か ら60年 代 前半 にか けて,ア メ リカ ン ・サ モ ア へ の 移住 は上 下 す るが,

一 方 で ニ ュ ー ジー ラ ン ドへ の 移住 は着 実 に上昇 した
。 表1が 示 す よ うに,こ の ピー ク

は1970年 代 半 ば に見 られ る。 後 に述 べ る よ うに,1974年 には ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド政 府 は

太 平 洋 島 喚諸 国 か らの 移 動制 限 を始 めた の で あ る。 シ ャ ンクマ ンに よ れ ば,移 動 費 用

と政 府 によ る制 限 のた め,ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドへ の 移 動 者 は 学歴 な ど一 定 の特 徴 を 持 つ

集 団 とな った。 さ らに移 動制 限 の も とで は親 族 関 係 が 移 動 手段 と して特 に重 要 とな っ

た[SHANKMAN l976]。 西 サ モ ア人 は,お もに経 済 的 理 由 か ら,ニ ュ ー ジ ー ラン ドに

移 住 す る こ とを好 ん だ とい う。 ア メ リカ ン ・サ モ ァは 西 サ モ ア か ら多 くの移 動 者 を 受

け入 れ た が,多 額 の仕 送 り とい う点 で は,ア メ リカ ン ・サ モ ア は ニ ュ ー ジー ラン ドと

は比 較 にな らな か った。

 ピ リエは,西 サ モ アの三 つ の 管 区(Aleipata, Safata, Palauli)の 農業 生 産 と人 口

成 長 の 関係 に関 す る再 調 査報 告 で,1950年 代 後 半 と1960年 代 前 半 に 人 口成 長 と人 口構

造 の 規 定 因 に変 化 が あ った と述 べ て い る[PIRIE l971]。 人 口成 長 率,お よ び人 口構

造(性 ・年 齢)の 変 差 は,50年 代 に は,換 金 作 物 の発 展 の地 域 差 に結 び 付 いて いた 。

しか しな が ら,68年 まで に は,農 業 生 産 の変 差 は,あ る程 度 人 口構 造 ・成 長 の変 差 を

説 明 す る もの の,む しろ管 区 が外 部 にい か に多 くの 成 員 を 持 つ か が 重要 な要 素 と成 っ

た。

 表2は この 時期 の換 金作 物 か らの現 金 収入 の変 化 を示 して い る。1955-56年 の 換金

作 物 の生 産 性 は 低 か った が,1967-68年 に は さ らに悪 化 して い る。1955-56年 で は

Aleipataが 一 人 当た りの収 入 が最 も低 か った が,1967-68年 ま で のパ ーセ ン ト上 の

減 少 は最 も少 な い。 逆 に,1955-56年 に0人 当 た りの収 入 が 最 も高 か ったSafataが

1967-68年 まで の時 期 に最 も痛 手 を被 った。 これ はSafataに お い て最 も発 展 して い
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1955-56年 と1967-68年($W.S.)

Aleipata Safata Palauli

1955-56 1967-68 1955-56 1967-68 1955-56 1967-68

コブラの一 人 当 た り収 入 19.30 11.70 10.20   6.26 21.00 7.29

カカオの一 人 当 た り収 入 1.91 0.05 2.48   1.97 7.35 2.32

バ ナナの一 人 当た り収 入 0.27 a27 18.97   0.35 1.87 0.11

一 人 当 た り収 入 の小 計 21.48 14.02 31.65   8.58 30.22 9.72

1955-56年/1967-68年 間
の一人当た り収入 の変化 一34 一73 一68

(%)

男 子 労働 力 の全収入 149.30 87.45 237.55  47.25 203.25 52.83

出 典:[PIRIE l971:98]

た 換金 作 物 の停 滞 が主 因 で あ った こ と に関 連 して い る。

 1956年 か ら1961年 まで の 時期 は,急 激 な 人 口成 長 が 特 徴 で あ り,Aleipataが5.6

パ ーセ ン トとい う最 も高 い年 間 上昇 率 を示 して い る(表3)。Safataは4. 1パ ー セ ン ト

と最 も低 い。 これ は,ピ リエ に よれ ば,バ ナ ナ生 産 の 後退 を反 映 して い る。 しか しな

が ら,1961年 か ら1966年 の 間 に は,Safataの み が 自然 成長 率 に匹 敵 す る成 長率 を維

持 した。AleipataとPalauliに お い て は,平 均 年 間成 長 率 は1・4パ ーセ ン トに ま で

減少 した 。 つ ま り,か な りの人 口流 出 が生 じた ので あ る。 ピ リエ は これ を コ コナ ッ の

生 計 生 産 の 拡 大 に結 び付 けて い る。 さ き に見 た よ うに,Safataが 換 金作 物 の上 で,

最 も損 害 を被 った か らで あ る。 人 口構造 の変 化 は,Aleipataが,男 子 労 働 力18パ ー

セ ン トの 流 出 と,最 も影 響 され て い る こ とを 示 して い る。SafataとPalauliは 男 子

表31956-1971年 間 の 人 口 の 変 化

センサス年次 }A珈 司 臨 陣 ㎞li除 管区

人 口 総 数

1971年(11月)

1966年(9月)

1961年(9月)

1956年(9.月)

4236

3770

3512

2673

6732

6255

5197

4245

6290

5813

5397

4359

17258

15838

14106

11277

年 間 人 口増加 率(average annual%change)

1956-71年

1961-66年

1956-61年

1951-56年

2.3

1.4

5.6

2.4

1.5

3.7

4.1

3.6

1.6

1.4

4.4

3.5

1.7

2.3

4.6

3.2

出 典:[PIRIE l 971:98]
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労働力5パ ーセントの流出と影響が少ない。 ピリエによれば,Aleipataか らの継続

的な人口流出は,近 年の換金作物の発展に関連するのであるが,こ れは人口流出を抑

止するものではな く,逆 に移住の費用を捻出するものであった。 反対にSafataは 換

金作物が最も後退したにも関わらず,人 口流出が最も少ない。 したがって,ピ リエは

特定の管区の人口流出の規模は地元の経済的機会ではな く,過 去の移住者 との関係に

依存するようになり、高収入は人口流出を低下せず,む しろ人口流出の財政的手段と

なった と述べている。 ピリエの議論は,賃 金 ・経済的機会の差ではなく,世 界 システ

ムとの統合が人口流出の必要条件であることを しめす事例として解釈しうる。

IV.ニ ュー ジ0ラ ン ドにお け る複 層 的労 働 市 場

 ニ ュー ジー ラ ン ドへ の 西 サ モ ア人,さ らに は ポ リネ シァ人 一般 の 国際 移 動 を可 能 と

した 構造 的条 件 は,第 二 次大 戦 以 降 の ニ ュ ー ジー ラ ン ドの経 済発 展 で あ る。 ギ ブ ソ ン

に よれ ば,1950年 代 の ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドは,輸 入 代 替 産 業 の 成長 を保 護 す るた め に,

関 税 と輸 入 許 可 制 度 を 導 入 した 。1954-55年 か ら1965-66年 ま で の問,製 造業 全 体 の

成 長 の ほぼ26パ ー セ ン トが輸 入 代 替 産業 の成 長 に よ る も ので あ る。 この た め製造 業 に

お け る雇 用 と労 働 需要 が急 増 した 。

 ポ ル テ ス に よれ ば,人 口流 出 が起 きる に は,雇 用 者 が 移動 者 の政 治 的 弱 点 を操 作 し,

安価 な労 働 力 と して利 用 しうる 条 件 が存 在 しな けれ ばな らな い。 ポ リネ シア人 は この

条件 を満 た した と思 わ れ る。 当初,マ オ リ系 住 民 が 、 国 家 の保 護 の 下 で拡 張 して い く

産業 の労 働 力 を 形成 した。 しか しな が ら,ヨ ー ロ ッパ 系 住 民 と比 較 して,ホ ワイ ト ・

カ ラー職 の す べ て で マ オ リ系住 民 は少 数 派 で あ った 。 政 府 に よ って 始 め られ た職 業 訓

練 に もか か わ らず,労 働 力 の 分節 化 が成 立 した の で あ る。 ポ リネ シア 系 労 働移 民 が編

入 され た の は,こ のマ オ リ系 住 民 が既 に多 数 を 占め る労 働力 階 層 で あ った。

 マ オ リ系 住 民 を含 めた ポ リネ シァ人 の 職業 的 特 徴 は,彼 らが労 働 市 場 の 非熟 練 層 を

占 め る よ うに な った こ とを示 して い る。 表4は,わ ず か で はあ るが,ポ リネ シア 人 の

職 業 分 布 の通 時資 料 を 示 して い る。 男 女 と も,'production and related workers,

transport equipment operators and labourers'と い う非 熟 練 カ テ ゴ リー に,ポ リネ

シア系 労働 者 を最 も多 く見 出せ る。

 一 つ の可 能 性 と して,マ オ リ以 外 の ポ リネ シァ人 の移 住 は,マ オ リ系 住 民 の ニ ュ ー

ジ ー ラ ン ド労 働 市 場 に お け る上 昇 移 動 に よ って不 足 した非 熟練 労 働力 を充 た した とい

い う るか も しれな い。 しか しな が ら,表4は マ オ リ系 労 働 力 の職 業 的上 昇 移 動 を 全 く
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表4-a太 平洋諸島民,マ オ リ,ニ ュージー ランド全体 の男子労働 力における職業分布

                                        (%、

           職     業  陣 次 壽翻 マオリ除 体
  Pro飴ssional, Technical and Related Workers     1976  2.7  4。0 12。1

                                                  1981     2.3     2.6    12.1

  Administrative and Management Workers     1976  0。2  1.0  4.4

                                                  1981    0.3    0.6    5.5
-

  Clerical alld Related Workers          ユ976  3.6  3.7  8. l

                                                  l981     3.5     3.2     7.4

  Sales Workers                1976  1.1  2.7  9,0

                                                  1981    1.2    1.4   12.5
 

  Service Workers               1976  4.0  4.9  5.4

                                                  198ユ     5,3     4.8     5,8

  Agricultural, Animal Husbandry, Forest Workers,  1976  2.6 ユ2.2 12.6  
Fishermen and Hunters

                                                  1981     1.9    13.5    13.2

  Production and Related Workers         1976 78.8 66.7 46.6

  Transport Equipment Operators and Labourers
                                                  l981   72.5    62.9   43.9

  New Workers Seeking Employment        1976  0.2  0.9  0.4

                                                  1981     1.3     2.2     5.2

  0ccupation Inadequately Defined            1976   6.2   3.5   1.6

                                                  1981     2.1     1.5     0.5

  Not Reporting Any Occupation             1976   0.4   0.4   0・1

                                                  1981     9.2     7.1     2.3

出 典:[GIBsoN 1983:36]

示 していない。労働力全体と比較 して,マ オ リ系住民はやはり非熟練職において多数

派で,熟 練職で少数派に停まっている。全体としての労働力の職業構造に吸収される

のではなく,ポ リネシア系の労働力はニュージーランド経済の非熟練 ・周辺的下層を

構成 したのである。クーは,い くつかの第三世界の都市において同様の現象を報告 し,

移動者の適応を理解するのに,個 人の特徴よりも経済の全体としての条件を研究する

ことを提唱している[Koo l978,1984]。

 資本主義経済においてこのような労働市場の分節が生 じることは,大 規模な国家 レ

ベルでの独占が発展するにつれて,二 重産業構造が発達することによって説明されて

きた。第一次分節は,主 として企業が生産要因と産品市場の支配により高利益を上げ
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  表4-b 太平洋諸 島民,マ オ リ,ニ ュージー ランド全体 の女子労働力における職業分布

..  職    業  年 次 藷醸 マオリ 全 体
   Pro免ssional, Technical and Related Workers    1976  6.3 10.0 18.2

                                                  1981     4.6     7.6    18.O

  Administrative and Management Workers      1976  0.1  0,2  0.7

                                                  1981     0.1     0.3     1.1

  Clerical and Related Workers          l976 12.3 19.7 33.4

                                                  1981    13.4    15.1    32.3

  Sales Workers                1976  2.4  6.3 11.7

                                                  1981     2.7     4.1    11.2

  Service Workers               1976 21.4 19.2 12。2

                                                  1981    21.1    19.7    12。3

  Agricultura1, Animal Husbandry, Forest Workers,  1976  0.6  5.2  5.4  F三
shermen and Hunters

                                                  1981     1。2     6.6     6.4

  Production and Related Workers         1976 49.0 31.7 16.1  T
ransport Equipment Operators and Labourers

                                                  1981    42.7    32。2    14.6

  New Workers Seeking Employment        1976  1.0  3.0  0。6
                     }

                                                  1981     3.0     5.8     1.3

  0ccupation Inadequately Defined             1976   6.2   4.2   1.5

                                                  1981     2.3     1.6     0.7

  Not Reportlng Any Occupation            1976  0.6  0.6  0.2

                                                  1981     9.1    7.0     2.2

出 典:[GIBSON 1983:36]

うる独占 ・寡占部門で雇用される労働者によって構成される。この部門の企業は,一 ・

時的雇用や競合的第二次部門の小企業への下請けを拡大 ・縮小することで,景 気変動

に対応 しうる。第二次部門の労働力は,独 占 ・競合部門両者の一時的な非熟練職によ

って構成 される。両者とも短期の景気変動や不確実性の負担を吸収する場となってい

る。西サモア人のニュージーランドへの労働移動は,西 サモァがニュージーランドに

対し,二 次的労働力を提供するようになったと理解 しうる。

341



                        国立民族学博物館研究報告 別冊6号

 V.西 サ モ ア 社 会 の 侵 食 と維 持

 シャンクマンは,西 サモアが1960年 代までに低開発の周辺地域に陥ったとする。第

二次大戦直後上昇 した西サモアの農業収入は,1960年 代に入り急激に減少 した。 しか

しながら,消 費は着実に上昇 し,貿 易赤字を引き起こした。さらにわずかな経済発展

も,ヨ ーロッパ人,パ ー ト・ヨーロッパ人の手に集中することとな った。サモアの経

済は,地 域内の生産要素 と再分配が支配的な未開発の状態から,地 域外の生産要素と

再分配制度が支配的で外部の経済に編入された低開発,つ まり周辺の状態へ移行 した

のである。

 人口移動の影響の内,重 要なものに仕送りがある。しかしながら,ニ ュージーラン

ドからの仕送 りは,1960年 代の間,西 サモアの社会経済構造を変換 しえなかった。む

しろ構造論者が主張するように,西 サモアの社会構造は同時に維持 ・侵食されたので

ある。仕送りは都市 ・農村間およびコミュニティー内での格差を維持,拡 大した。ポ

ルテスが述べるように,世 界規模での資本主義の結節は労働移動が,中 心地域 ばかり

ではな く,周 辺地域の支配階級の利益となる状況を生んだのである。

 シャンクマン[SHANKMAN 1976]は,こ の時期の西サモアへの仕送 りの影響を報

告 している。仕送 り自体には幾つかの回路があるが,こ のうち為替は正確に記録 し,

分布を調べることができる[CURSON l982]。 為替はほとんどニュ0ジ ーランドから

のものであり,1969年 には調査された仕送 り(双 方向)の 約二分の一をしめた。記録

された為替の分布は都市部に偏 っていた。 首都たるアピア(Apia)は 人口の20パ ーセ

ントを占めるが,仕 送 り額では50パ ーセントをしめる。仕送り全体が為替と同 じ分布

をしていると仮定すると,仕 送 りはア ピアとその他の地域の格差を強化 していること

になる。

 仕送 りの使い方自体もサモアの階層を強化した。パ ート・サモアンはサモアの伝統

経済の核たる富の再分配に完全には参与 していないため,彼 らは仕送りの使い方に選

択の余地がある。逆にサモア人の仕送りの受け手は寛容性が位階 ・威信の基盤となる

伝統的地位体系の完全な参与者である。 したがって,こ れらの資金のほとんどが,広

範な社会における上昇的社会移動のための 「資本」 としてではな く,サ モアの地位体

系中で用いられる。

 しか しながら,西 サモアの貨幣経済がヨーロッパ人とパー ト・サモアンの少数の集

団によって支配 されていることに留意されねばならない。ビッツ[PITT l970]に よ

れば,ア ピアの大規模な企業はサモア人をヨーロッパ人の社会集団から排除すること
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によってその独占を永続化 している。経済的エリートは,高 利の貸付あるいは投資で

はなく,消 費活動を勧める貸付などによって,サ モア人の都市経済への参与を抑制 し

た。さらに土地所有制度自体も問題を複雑にしている。 シャンクマンによれば,西 サ

モアの土地は80パ ーセントがサモア人の所有ではあるが,個 人所有に対する法的規制

とそれに伴 う不安定な個人所有のため,サ モア人所有の土地はヨーロッパ人所有のプ

ランテーションと比較 して競争力がない。

 したがって,サ モァ人は,事 実上,大 規模な資本集中型経済活動から排除され,伝

統部門において地位を追求することを奨励されているのである。仕送 りを大規模な資

本形成に用いえないことから,サ モア人は仕送 りを再分配活動 ・小規模な消費に用い

るのである。仕送りはまた人口移動に再投資される。なぜなら,サ モア人は人口移動

が,そ の費用以上の仕送 りを可能とし,西 サモァの限られた機会を克服できることを

知 っているか らである。

 村落 レベルにおいても仕送りの影響は,既 存の構造を強化するものであった。シャ

ンクマ ンの調査 したSa'asi(仮 名)と よばれる村落では,仕 送 りが1969年 の現金収入

の最も重要な構成要素であった。さらに仕送 り自体が,仕 送 りを受けている世帯とそ

うでない世帯の間ばかりではなく,全 ての世帯間の富の差を生みだす最も重要な要素

であった。 しか し,仕 送りは村落の政治経済を根本的に変換するものではなかった。

 Sa'asiへ の仕送 りは村落内の三つの回路,  aiga(親 族集団),教 会,商 人

を通る。 シャンクマンによれば1960年 代にコブラの生産量が減少 した際,商 人は損失

を補うために掛け売りの方法を変えている。それ以前,人 々は加工済みのコブラを拡

大家族単位で売っていた。しかしながら,個 人単位の掛け売 りを始め,加 工用のナッ

ツを買い入れることで買い付け費用を抑え,商 人は生産量の減少による損失を補った

のである。未加工 コブラの安価な価格は,村 人の購買力を低下させ,商 人にとっても

マイナスとなったかもしれない。 しかしながら,仕 送 りが村人の購買力を拡大したの

である。 したがって,仕 送りは商人の利益とその中心的役割を維持 した。

 逆に,仕 送りはaigaの 経済 ・政治的一体性を弱体化 した。 仕送りは,再 分配体系

の中心としてのmatai(首 長)を 通 さず,分 配 しえたからである。送 り手 と受け手は

仕送りをaigaで はな く個人資産として見る傾向があり,広 範な再分配に対するサン

クションにもかかわらず,仕 送 りの共有は近親に限られる傾向にあった。 しかしなが

ら,こ のことがmatai自 身が仕送 りの受け手となり,富 を再分配すべ き圧力を生みだ

した。 つまり,mataiが 仕送 りの分配を通 してその威信を維持 ・拡大する一方,威 信

の究極的基盤が移住と仕送 りによって弱体化されるという矛盾 した傾向が生 じたので
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ある。

 VL 社 会 ・経 済 的 地 位 と ネ ッ トワ ー ク

 ポルテスによれば,生 存と経済的利益の手段としての人口移動は,移 動者間の相互

扶助のネットワークの形成に依存する。カレン[KALLEN l982]は ニュージーラン

ドへの集中的移住の時期に,西 サモァ社会が伝統および近代的基準にもとつ く二つの

地位体系を生みだしたと述べている。親族関係にもとつく人口移動はこの時期の重要

な戦略であった。

 カレンは西サモアの世帯のサ ンプル調査をもとに,世 帯 と非同居世帯成員の特徴を

報告 している。 非同居世帯成員の平均値は1.9人 であるが,国 外に居住 している成員

の平均が1.1人 と,西 サモア内に居住 している非同居成員(0.8人)よ りも多い。カレ

ンによれば,全 ての質問表への回答は,都 市/農村,matai/非mataiの 地位,社 会経

済的地位指標(SES),国 外に居住する移住者との親族関係によって重集計された。こ

れ らの変数の相関関係は非パラメトリック相関係数(Kendall Tau)に よって検定さ

       表5 世帯主,世 帯成員,国 内移動者,国 際移動者の特徴
                                 (%)

一

              非 移動者     移 動 者

            世帯主 世融 蠣 鋸 駒 讐                           一

 教  育

   5年 以 下        77   55  39    27

   6～9年        15   38  56    63

 職  業

   農   業        54   56  24    1

   ブルー ・カ ラー       16    17   39     65
           ,

   ホワイ ト・カラー       30     27   37      34

教会内婚    i…  9・}96 5・

エスニ・ク・グループ内婚1 97(・) lg5 77

出生児数6人 以下  i 52(・) 16・ 88

 教会帰属

   旧来の教会          89(b)         86

  新 興教 会         11(b)         14
                         一

     a)世 帯主 と世帯成員 の数値

     b)世 帯主,世 帯成員,国 内移動者を合 わせた数値

     出典:[KALLEN l 982:106-107]
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れた。

 表5は 国内 ・国外移住者,お よび世帯主 ・世帯成員の特徴を集計 したものである。

調査データは移動がSESの 増加 と相関し, SESの 増加が生家との距離に相関するこ

とを示 している。国外移住が国内移住よりも 「近代性」と連関していることは明らか

である。表6は 世帯の特徴を示 している。約51パ ーセン トの世帯で一人以上の世帯成

員が国外にいる。都市の世帯は農村部の世帯よりも国外に居住する世帯成員の割合が

多 く,同 様 に都市世帯で成員がより頻繁に国外に移動 している。さらに都市世帯が,

国外に居住する親族をより多 く持っている。

 しかしながら,こ の移動 と都市 ・近代化という相関は一貫 したものではない。カレ

ンは居住地,matai/非mataiの 地位, SESお よび国外に居住する子供の数によって世

帯を重集計 した。居住地と解α瓶/非 規α妬 の地位の間には有意な相関があり,農 村部

の世帯主の65パ ーセン トがmataiで あるのに対 し,都 市部の世帯主の35パ ーセン トが

mataiで あるにすぎない。 SESに 関しては農村部の世帯主の約83パ ーセントが低位の

SESを 持つのに対 し,都 市部の世帯主の約34パ ーセントが低位のSESを 持つにすぎ

ない。逆 に都市部の世帯主の約21パ ーセントが高位のSESを 持つのに対 し,農 村部

の世帯主の約5パ ーセントが高位のSESを 持つにすぎない。またmataiが 長たる世

帯は低位のSESを 持つ傾向にある。 しかしながら,国 外に居住する世帯成員の数に

関 しては,都 市/農村部の差は非matai/matai世 帯の差に対応 しない。 約33パ ーセン

トの都市世帯 と約27パ ーセントの農村世帯が国外 に居住する五人以上の世帯成員を持

つ。しかしながら約33パ ーセントのmatai世 帯が国外に居住する五人以上の世帯成員

を持つのに対 し,非matai世 帯では,約27パ ーセントが国外に居住する五人以上の世

帯成員を持つにすぎない。世帯主のSESは 国外に居住する世帯成員数 とは有意な相

関を示さない。これらのデータは都市/非matai/高SESと いう要素 と農村/matai/低

SESと いう要素は正の相関を示すが,伝 統 ・近代の二元論が移住に関する差異を説明

しないことを示 している。

           表6世 帯 の人口移動に関す る特徴
                                 (%)

                   降 村剖 都市訓 全体
移動経験の ある世帯成員あ り       41   64   51

5回 以上の移動経験を もつ世帯成員あ り   12   35   一

ニ ュージーラン ドに居住する親族あ り    74   92   81

出典:[KALLEN 1982:108-109]
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 しか しながら,カ レンによれば,親 族のネットワークが移動の主たる枠組みを提供

しているという。国外 に居住する世帯成員の数,世 帯成員による国外訪問の頻度,国

外からの訪問者の頻度 という変数は相互に正の相関をしあす。 さらに,国 外に居住す

る子供の数は,matai世 帯,都 市世帯,高SES世 帯で多いのである。カレンによれ

ば,こ れらの特徴を持つ世帯はより教会に関連 した活動 に参加 している。国外のサモ

ァ人 コミュニティーでは教会が西サモアとの紐帯を再強化するように機能しており,

カレンは移住志向を持つ世帯に特徴的なmataiの 地位と教会の連関は,国 外のコミュ

ニティーからの手助けを反映 していると述べている。

 カレンによれば,親 族のネットワークは,国 家の境界を越えて集団としてのアイデ

ンティティーを維持 し,同 時に多様な地位にある人々の経済 ・政治的利害を満たすた

めの,今 日のサモアの戦略を現 している。サモア人は,新 たに導入された西欧的価値

にもとつく近代 ・都市志向の地位体系と,土 地と位階というfa'aSamoaの 基準にもと

つく伝統 ・農村志向の地位体系という,二 つの共存する地位体系を発達させた。 しか

しながら,こ の二つの体系は相互に独立したものではな く,二 者間のフィー ドバ ック

が存在する。両体系は選択的に他体系の価値を編入 し,両 体系間で地位の転換が可能

なのである。サモア人の見方では,親 族ネットワークを媒体とする,人 間,情 報,技

術,貨 幣の永続的交換は,故 郷 ・国外を問わず,サ モァ人が利用しうる選択肢の幅を

拡大するのである。

 しかしながら,太 平洋島喚社会からニュージーランドへの移住を可能とした構造的

条件は,ニ ュージーランドにもはや存在 しない[CilBSON l983]。 多国籍企業の進展

が,こ れまで支配的であった国内の独占 ・中小企業の双方に脅威を与えている。安価

な労働力 ・資源 ・エネルギー,公 害規制の欠如,労 働組合活動の抑制などの,最 適生

産条件を提供する地域を世界規模で組み合わせる組織構造の競争力に,国 内の独占 ・

中小企業 とも対抗 しえない。

 ニュージーランドでは,輸 入代替産業が最も打撃をうけた。半加工に携わる多国籍

企業の子会社のプ ラントがこの部門に集中していたのである。東南アジァの輸出加工

区(free production zone)な どの新たな発展を受けて,多 国籍企業の操業が合理化さ

れつつある。経済不況の発端から,ポ リネシア系の移住者は公 に帰国を勧められ,強

要されている。1974年 にニュージーランド政府は滞在期間を大幅に制限し,ポ リネシ

ア系移住者の出入国を細か く規制 し始めた。 しかしながら,こ の規制は考えられてい

た以上に困難なものであ った。資本の立場からは,移 動が一時的で短期的現金収入を

目指しているほど,労 働者を搾取 しうる。ポリネシア系移民が定住化の傾向を示 し始

346



柄木田  ポリネシア人口移動と史的構造論

め た こ とは,移 民 労 働 が生 みだ す 矛 盾 の一 つで あ る。

Yll.周 辺 社 会 の エ リー ト形 成

 ところで,ワ ーラーシュタインは,周 辺地域の特徴の0つ として,土 着の国家が弱

体な点を指摘 している[WALLERsTEIN 1974]。 これを受けてマルカスは,小 規模国

家あるいはミニ国家を,規 模や世界システム内での位置という側面を無視 し,国 民国

家を分析するのに適当な概念をもって分析すること自体が,概 念上のバイアスを構成

すると指摘 している。ワーラーシュタイン自身が,周 辺社会の分析単位 としての国家

の重要性を否定 して,周 辺地域の地位集団 ・社会階級が自らに対 してもつ視角を直接

把握すべきことを強調 している。マルカスはこれをさらに進め,次 のように述べてい

る。周辺社会を分析するにあた って,分 析概念として国民国家が恣意的であるという

ことは,逆 に,周 辺社会のエ リー トの活動が柔軟であることを反映している。言い換

えると,周 辺社会のエリートは自らの行動を説明 ・正当化するのに国民国家 というモ

デルを用いることもできるが,用 いる必然性はないのである。マルカスは,ト ンガの

エリー トが自らの地位を形成 ・維持す るにあたって,ト ンガを国家としてまた国際的

ネットワークとして表象してきたと述べている[MARcus l981]。

 これまでみてきたように,太 平洋島喚社会のエ リートの地理的自己規定は,近 年,

国家を越える傾向がある。西欧社会との接触以降,太 平洋島喚社会のエ リート達は新

たな社会規定の範疇にも留意 し続けてきた。 しかしながら,そ の機能が外社会から派

生した政治 ・経済制度によって規定されるようになるにつれて,彼 らのエリートとし

ての特性も究極的に変化 している。他方,多 様な地域を結びつける親族のネットワー

クの存在は個人がその生活機会と活動の場を得る選択肢の範囲を拡大 した。

 マルカスは トンガの政治的発展期を二つの時期に分けている。0つ は1875-1965年

のイギリス保護下の立憲君主制期であり,他 方は1965年 以降の トンガ島民の国際化の

時期である。マルカスによれば,1875年 のツボウー世の立憲君主制宣言はポリネシア

におけるヨーロッパ植民地主義の進展 に対する意図的な適応であった。イギリスは世

界の政治 ・経済上の混乱からトンガを 「保護」 し,王 権によって外的影響の導入が制

御される回路を提供 した。1965年 以降の トンガは,他 の国家 と多索的紐帯を持つ独立

国家 としてみることができる。この紐帯を通 じて トンガから様々な場所に恒久的移民

・還流的労働移動が生じている。 トンガのエリー ト層の形成は,よ り富んだ地域の資

源に対するある種の寄生を可能とする,国 際的親族ネットワークの発展に依存 してき
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たのである。

 立憲君主制期,平 民層のエ リートが新たな秩序の中で形成された。彼らは教会のヒ

エラルキーにおいて卓越 した親族集団によって構成され,究 極的には官僚的地位を与

えられる。やがて遠い,あ るいは忘れさられていた首長との関係が 「発見」されるが,

これは彼 らが新たな制度の枠組み内での達成を正当化した後においてのみであった。

地域の商業はヨーロッパ人の商人の子孫たる少数の トンガのエリー トによって支配さ

れ,ト ンガにおいて獲得 された大部分の富は トンガ外に投資された。

 経済的に トンガのエ リートは,政 府と教会のヒエラルキーにおける地位の支配 と親

族ネットワークを通 じて,ト ンガ社会の地域資源を蓄積し再分配する者である。 しか

しながら,彼 らのエリートとしての地位は土地などの生産手段の直接的支配によるも

のではなく,島 民の消費慣行の支配に依存している。文化的イデオロギーは,独 立と

王権の維持というトンガの歴史的偉業によって支えられてきた。

 近年,多 くの トンガ出身者が国外に存在 し,彼 らの不規則な トンガへの仕送 りとト

ンガ側での輸入品への欲求の急増が,ト ンガ経済に対 し不安定要因を与え続けている。

同時に還流的労働移動がより広範な潜在的中流階級の基盤 と成 りつつある。この種の

トンガの社会 ・経済発展を理解する際に重要なことは,ト ンガの恒久的移民とトンガ

に留まった人々の関係の特質である。

 このようなネ ットワークが新旧のエリート層において最も発達 しており,首 都に集

中していることは明らかである。立憲君主制期には,ネ ットワークにもとつ く資源の

共有は王国内で維持されていた。 トンガの社会構造の国際化においては,こ のような

エリー ト形成の特質が空間的に拡大したのである。新たなエリート層は親族集団の0

員の教育における成功にしばしば依存 している。海外での教育の後,彼 らは トンガに

戻り,政 府 ・教会内での役職体系に組み込まれるのである。

 マルカスは新旧のエリー トが連続体の二つの極として理解 しうると述べている。旧

来のエリー トの極が外社会 との関係を トンガ内の伝統的地位に明確に転化しているの

に対 し,新 たなエリートの極はトンガ外で得た資源を トンガ内のエリートとしての地

位に転化する手段を持たない。ここで,他 国からの援助に完全に依存 してしまうとい

う危険性にも関わらず,ッ ポウ四世が トンガの社会 ・経済発展の基盤を希求 している

という事実は,一 方で国民国家モデルにもとつ くトンガを国際関係において提示する

と同時に,国 際化するトンガ社会の経済 ・象徴的核としての トンガの地位を維持 しよ

うとする努力として理解される。マルカスによれば,ト ンガのエリー トは,ト ンガを

国家として,ま た国際的ネットワークとして表象 している。 ここで トンガの国民国家
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モデルにもとつ く社会 ・経済発展は,国 家間の世界 システムに巻 き込まれた周辺国家

というよりも,自 らの周辺たる恒久的移民 ・還流的移動者の中心としての トンガの地

位を押 し進めようとする試みとして理解されるのである。

 マルカスは世界システム内の周辺性 と文化的差異の可視性の間には正の相関関係が

あるという仮説を提示 している。周辺国家は,世 界 システムからの圧力を欠いている

たあ,大 規模な国家が得ることので きない,あ る種の文化的変差と創造性を自らのも

のとしうる。周辺エ リー トの中心エ リー トに比 した利点は,中 心エリー トが自らの流

布す る国民国家モデルに縛 りつけられているのに対 し,周 辺エリートは選択肢たる複

数の枠組み内で柔軟に行動 しうるということである。 トンガに留まる人々は,移 動者

との関係を維持せずには社会 ・経済的上昇を望めないかもしれない。 しか しながら,

人口の国際化は少なくともより広範な社会 ・経済移動の可能性を提示 しているのであ

る。 このようなネ ットワークの特質 とその内的社会構造への影響は,よ り広範な研究

の対象 とされるべきであろう。

皿.結 び に か え て

 近 年,人 類 学 的 な 都 市化 ・人 口移 動 研 究 が レ ッ ドフ ィ ール ド流 の近 代 化 理論 に も と

つ く研 究 か ら,従 属 発 展 論 に も とつ く研 究 へ と変 化 して い る こ とが指 摘 され て きて い

る[GEROLD-SCHEEPERS a,riC1 VAN BINSBERGEN l978;(iREGORY �.riC1 PICHE 1978;

KEMPER 1979;MAGuBANE and O'BRIEN l 972;MARGOLIES l 978]。 ケ ンパ ーは

この よ うな 転 換 を 文 化主 義(culturalism)か ら史 的 構 造論(historical structuralism)

へ の 移行 と して捉 え て い る[KEMPER l979]。 本 稿 で は,ポ リネ シァ人 の ニ ュ ー ジ

ー ラ ン ドへ の 人 口移動 を 中心 に
,史 的 構 造論 に よ る太 平 洋 島 喚 社会 の 人 口移 動 研 究 の

有 効 性 を考 察 した 。西 サ モ アの事 例 は史 的構 造 論 の主 張 す る幾 つ か の点 を 支 持 す る も

の で あ る。 第 一 に,西 サ モ アか らの 移動 者 を生 み 出 した層 は 必 ず し も 「近 代 」 的 な 層

で は な い。 伝 統 的 首 長層 の世 帯 が 西 サ モ ア外 に居 住 す る成 員 を 有す る傾 向 があ るの に

対 し,世 帯 主 の 教 育 ・職 業 な どの 近 代 的社 会 経 済 的指 標 は移 動 成 員 との相 関が 見 られ

な か った。 これ は伝 統/近 代 とい った 二元 論 を あ らか じめ想 定 す る ので はな く,両 者

を 単一 の シス テ ムを 構成 す る部 分 と して 見 る必 要 性 を示 して い る。

 第二 に,労 働 移 動 の 影響 は._..2 一 ジ ー ラ ン ド ・西 サ モ ア の双 方 で既 存 の構 造 を単 に

変 革 す る もので はな く,同 時 に維 持 す る もの で あ った。 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドへ の ポ リネ

シァ人 の人 口移 動 を可 能 と した条 件 の 一 つ は,第 二 次 世 界大 戦 以 降 の ニ ュ ー ジー ラ ン
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ドの経済発展であった。しか しながら同時に,ニ ュージーランドにおいてはヨーロッ

パ系住民 とマオ リ系住民からなる複層的な労働市場 も成立 しており,西 サモア人を始

めとするポリネシア系の移動者はマオ リ系住民の占める労働市場の層に組み込まれる

こととなった。つまり,エ スニシティーにもとつ く労働市場の複層性が,ポ リネシア

系住民の社会 ・経済移動を阻止 したのである。

 さらに,労 働移動の西サモァ自体に与えた影響も既存の階層構造を維持するもので

あった。これは,(1)移 動者からの仕送 りが都市部に集中し都市 と農村の格差を維持 し

たこと,(2)仕送りによる収入の差が世帯間の経済的格差を再強化 したこと,(3>仕送 り

の多くが伝統的再分配経済 に用いられたことによる。

 西サモアの事例は,ポ ルテスのあげる労働移動者の地位の操作,労 働移動自体の既

存の階級構造の維持,さ らに労働移動者の伝統的相互扶助関係への依存という諸点を

支持する。ここで文化主義的研究が移動者の都市化過程での文化的機構にもとつ く適

応を問題 とするのに対 し,史 的構造論は文化的機構の維持自体を可能とするシステム

の条件を問題とするのである。

 史的構造論にもとつ く研究は,第 三世界の都市化過程の独自性を明らかにする点で

は大きな功績があった。 しか しながら,従 来の人類学的研究の特徴たる地域社会側の

論理を明らかにする点では大きな問題を残 している。これは,史 的構造論にもとつく

研究の経済決定論的側面はもとより,こ れらがその研究単位を国家 ・地方レベルに置

くことで,ミ クロな社会側の視点を見失ってきた点に起因する。本稿では トンガに関

する人口移動の詳細を提示することはできなかった。 しかしながらマルカスの資料を

考察するなら,史 的構造論の主張が トンガにおいても当てはまると考えることは的外

れではないだろう。問題は,ポ ルテスやメイヤスーが主張するように,移 動者の維持

するネットワークがシステム側の論理のみによって成立 しているのかという点である。

カーテインは複数の生産様式の結節は,世 帯 レベルで見た場合,世 帯が社会の近代 ・

伝統部門の双方に依存 しようとすることであるとし,還 流的人口移動を世帯側の戦略

として見ることを提唱 している[CURTAIN I981]。 さらにマルカスの分析は,研 究

者側の社会構造レベルの分析モデルが,行 為者が社会的行為に際して用いる表象モデ

ル と一致する必然性がないことを示 している。我々は近代化理論の二元論にはもはや

戻ることはで きない。問題とされるべきは,シ ステムが社会的行為を通 じていかに再

生産 ・変換されるかということである。
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